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福祉部 地域福祉課

地域福祉力の向上と社会福祉基盤の充実

地域福祉施策の推進

令和７年７月１６日
健康福祉常任委員会資料
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2１ 地域福祉の推進

(1) 地域福祉の普及・促進    

ア 市町地域福祉計画の推進等支援

誰もが住み慣れた地域で安心して生活できる地域社会の実現を目指し、県「地域福祉

支援計画」（令和６年３月改定）の市町への普及を図り、市町による「地域福祉計画」

の推進等を支援する。

〔計画策定市町〕 38市町（令和７年３月現在）

 イ 包括的に支援する体制づくり

   地域住民が抱える地域生活課題が複雑化・複合化する中、高齢・障害・児童等、

各分野の支援体制では対応が困難な課題の解決を図るため、「相談支援」「参加支援」

「地域づくりに向けた支援」の一体的な実施に向けた市町の取組への支援を行うなど、

多様な地域生活課題に対応できる包括的・分野横断的な支援体制の構築を推進する。

〔重層的支援体制整備事業の実施市町〕 ８市（令和７年３月現在）

 ウ 兵庫県地域見守りネットワーク応援協定の締結

   要援護世帯への見守り活動や緊急事態への早期対応を図るため、各家庭を訪問し

緊急事態を発見する可能性のあるライフライン事業者等と協定を締結し、各市町における

重層的な見守り体制の構築を支援する。

〔協定締結団体〕 52団体（電力会社・ガス会社、宅配事業者、配食事業者等）

(1) 地域福祉の普及・促進
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エ 兵庫県社会福祉大会の開催

社会福祉に功績のあった者の表彰や社会福祉に係る講演の開催を通じて福祉コミュニティ

憲章の啓発を行い、地域福祉の推進を図る。

〔令和６年度実績〕実 施 日   令和６年10月30日（水）

  実施場所 山崎文化会館（宍粟市）

  参加人員 約600人

〔令和７年度予定〕実 施 日    令和７年11月６日（木）

  実施場所 淡路市立しづかホール（淡路市）

オ 社会福祉法人連絡協議会（ほっとかへんネット）との連携・協働

社会福祉法に規定する「地域における公益的な取組」を、地域の複数の社会福祉法人が

連携して取り組むために設置された「社会福祉法人連絡協議会（ほっとかへんネット）」

と協働し、生活困窮者支援、災害派遣福祉チーム（DWAT）の設置・派遣など、多様な地

域生活課題への対応を図る。

〔ほっとかへんネット設立状況〕 49団体（県内49市区町に各１団体）
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（17,344千円）    

ア ヤングケアラー・若者ケアラー相談窓口の設置

ヤングケアラー・若者ケアラーの精神的負担軽減、市町や

支援機関へつなぐなどの展開を図るため、電話やメール、

ＬＩＮＥによる相談を実施する。

また、若者ケアラー向けメンタルサポート事業も新たに実施する。

〔実施団体〕 兵庫県社会福祉士会（兵庫県福祉センター内）

〔令和６年度実績〕 相談件数 577件

 イ 市町調整会議の開催

   市町との連携を強化し、把握から支援につなぐ仕組みづくりを行うため、市町との

調整会議を開催する。（年２回）

 ウ 当事者支援グループ活動推進

        悩みや経験を共有、情報交換等の場づくりを促進するため、ピアサポート等の交流活動

に取り組む団体の活動を支援する。

〔支援対象〕 ピアサポートを実施する団体に補助

〔令和６年度実績〕 補助団体数 ５団体

【ヤングケアラー・若者ケアラー相談窓口】

(2) ヤングケアラー・若者ケアラー支援体制の拡充
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エ ピアサポートの全県的な展開・育成

  当事者支援グループの活動が全県に広がるよう、ヤング

ケアラーを対象とした全県規模のオンライン交流会を開催

する。

また、支援団体を対象とした情報交換会を開催することで、

支援団体の育成を図る。

〔令和６年度実績〕 オンライン交流会：３回

情報交換会： １回

 オ ヤングケアラー・若者ケアラー支援研修

   ヤングケアラー・若者ケアラーの抱える問題に気づく体制づくりを構築するため、

福祉・介護・教育等の関係職員を対象に研修を実施する。

〔実施団体〕 兵庫県社会福祉協議会

〔令和６年度実績〕 参加者数 基礎編（オンライン研修）：700人

応用編（多職種連携研修）：111人

 カ ヤングケアラー世帯への配食支援事業

    ヤングケアラーの家事負担軽減を図るとともに、家庭状況を把握し必要に応じてケア

対象者を適切な福祉サービスにつなげるため、一定期間、世帯全員を対象に配食支援を

実施する。

〔実施回数〕 週１回・３ヶ月（全12回）

〔令和６年度実績〕 65世帯

【オンライン交流会（SNS広告）】
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6(3) 民生委員・児童委員当の活動促進等    

ア 民生委員・児童委員活動の促進（297,059千円）

新任及び中堅の民生委員・児童委員を対象とした研修を実施し、資質の向上を図る

とともに、活動費用等を補助（政令市及び中核市を除く。）する。

また、市町民生委員児童委員協議会に対し、地域の関係機関との連携・協議等に要する

費用を補助（政令市及び中核市を除く。）する。

 〔助成金額〕民生委員・児童委員活動費用弁償費等補助 ＠60,200円／人

                民生委員協議会機能強化事業補助   ＠80,000円／協議会

 イ 民生委員・児童委員の担い手の確保（5,559千円）

民生委員・児童委員の担い手の確保が喫緊の課題となっていることから、活動しやすい

  環境の整備や担い手確保に向けた市町の取組への支援を行う。

なお、今年度は、３年に一度の一斉改選（R7.12.1）の年に当たることから、担い手確

  保に向け、市町と連携した取組をより一層推進する。

 【民生委員・児童委員の委嘱状況】（令和７年４月１日現在）             (単位：人・％）

        

定　数 現　員 充足率 定　数 現　員 充足率 定　数 現　員 充足率

10,313 9,636 93.4 9,534 8,919 93.5 779 717 92.0

県 所 管 4,800 4,609 96.0 4,529 4,343 95.9 271 266 98.2

神戸市所管 2,571 2,310 89.8 2,221 2,007 90.4 350 303 86.6

姫路市所管 935 927 99.1 872 864 99.1 63 63 100.0

尼崎市所管 857 765 89.3 833 743 89.2 24 22 91.7

明石市所管 415 398 95.9 386 370 95.9 29 28 96.6

西宮市所管 735 627 85.3 693 592 85.4 42 35 83.3

全 県

総　　　　数
（　内　　　　　訳　）

区 域 担 当 主 任 児 童 委 員

(3) 民生委員・児童委員等の活動促進等
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ウ 民生・児童協力委員の設置と活動の促進（4,135千円） 

  民生委員・児童委員に協力して見守り活動や市町の福祉施策の普及啓発などの福祉活動

を行う民生・児童協力委員を設置（民生委員１人につき原則２人）する。

【民生・児童協力委員の委嘱状況】（令和７年４月１日現在）

(単位：人・％）

定　数 現　員 充足率

9,067 7,914 87.3

神 戸 市 事 業 － 264 －

姫 路 市 事 業 1,744 1,587 91.0

尼 崎 市 事 業 1,666 1,195 71.7

明 石 市 事 業 772 607 78.6

西 宮 市 事 業 1,386 977 70.5

（注１）政令市・中核市においては、県の事業を参考に同様の事業を実施
（注２）姫路市所管分の名称は「民生・児童推進員」

参
　
　
考

県 事 業
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(4) 生活福祉資金当貸付事業への支援 （38,445千円）    

低所得者、障害者や高齢者の経済的自立及び生活意欲の助長促進等を図るため、

兵庫県社会福祉協議会が行う生活福祉資金等貸付事業に対して補助する。

〔P28・29 資料編参照〕

【生活福祉資金等の貸付状況】
         （単位：件･千円）

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

総 合 支 援 資 金 6 2,370 10 3,027 4 1,210

福 祉 資 金 226 33,342 346 36,261 321 29,432

教 育 支 援 資 金 1,190 1,021,043 1,174 1,000,580 1,083 933,181

不動産担保型生活資金 7 47,651 7 57,959 10 72,710

臨時特例つなぎ資金 2 80 4 160 5 174

計 1,431 1,104,486 1,541 1,097,987 1,423 1,036,707

（注）緊急小口資金等の特例貸付分は除く。

R5 R6R4

(4) 生活福祉資金等貸付事業への支援
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【緊急小口資金等の特例貸付】

新型コロナウイルス感染症の発生による休業や失業等により、一時的又は継続的に収入減少した

世帯を対象として、福祉資金（緊急小口資金）と総合支援資金について特例貸付を実施（受付期

間：令和２年３月～令和４年９月）した。

令和５年１月以降、順次、償還が開始されており、償還困難者については、県・市町社会福祉協

議会など関係機関と連携し、適切に償還免除を進めるとともに、生活再建に向けた相談支援体制

を強化して対応している。    〔P29 資料編参照〕

【特例貸付の貸付状況】
（単位：件・千円）

区 分 件　数 金　　額

福祉資金（緊急小口資金） 77,142 14,150,008

総 合 支 援 資 金 124,563 66,419,401

計 201,705 80,569,409
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(5) 権利擁護支援体制の整備・拡充 （116,661千円）    

ア 成年後見制度利用促進・権利擁護支援専門員の配置

県社会福祉協議会に成年後見制度利用促進・権利擁護支援専門員(１名)を配置し、

市町に対する権利擁護体制整備に関する情報提供や助言・研修等を行い、市町の体制整備を

推進する。

イ 法人後見・市民後見を進める市町への補助

市町が実施する法人後見の体制整備や市民後見人の養成研修等へ補助する。

〔令和６年度実績〕 28市町   

ウ 権利擁護に係る研修の実施

成年後見人等の権利擁護の担い手が不足する中、全県域で尊厳のある本人らしい生活の

継続が支えられるよう、権利擁護支援体制の拡充と権利擁護サポーター等の担い手養成を

   図るための研修を実施する。

(6) 孤独・孤立対策支援事業 （442千円）

  孤独・孤立対策推進法（令和６年４月施行）に基づく兵庫県版官民連携プラットフォーム

を設置し、孤独・孤立対策に関する施策の周知や連携体制を推進するための会議や研修等を

実施する。

    
(7) 災害時の被災者支援 （8,791千円）

  災害発生時の被災者を支援するため、法令等の規定に基づき、災害弔慰金及び災害援護金

の支給を行う。〔P30 資料編参照〕

 〔令和６年度実績〕 災害弔慰金０件、災害援護金０件 

(5) 権利擁護支援体制の整備・拡充

(6) 孤独・孤立対策支援事業

(7) 災害時の被災者支援
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11(8) 福祉人材研修センターの運営 （139,764千円）    

兵庫県福祉人材研修センター（神戸市中央区中山手通）において、社会福祉事業従事者の

資質向上を図るための各種研修を実施する。

〔委 託 先〕 兵庫県社会福祉協議会

【指定管理研修の実施状況】（令和６年度） （単位：人）

(9) 職場研修アドバイザー事業 （3,281千円） 

 兵庫県福祉人材研修センターに職場研修アドバイザーを配置し、社会福祉施設、

  介護サービス事業所、障害福祉サービス事業所等の職場研修を支援する。

〔委 託 先〕 兵庫県社会福祉協議会

参加者数

38

　ケースワーカー研修（新任） 102

　ケースワーカー研修（中堅） 56

　医療扶助･介護扶助事務担当者研修 22

　査察指導員研修 20

74

47

102

49

64

41

34

社会福祉援助技術コース 83

732合　　　　　　　　計

　アセスメント技術(高齢・障害)

　はじめて福祉の仕事に就く人のための研修

　福祉行政機関新任職員研修

生
活
保
護

行政職員研修

（福祉施設）新任職員
研修コース

（福祉施設）中堅職員
研修コース

　保育所等新任保育士研修

　児童福祉新任職員研修

　障害福祉新任職員研修

　高齢者福祉新任職員研修

　職業倫理と権利擁護研修

　子どもの理解と発達支援研修

(8) 福祉人材研修センターの運営

(9) 職場研修アドバイザー事業
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12２ 福祉サービス利用者等の支援
(1) 日常生活自立支援事業の運営支援 （139,764千円）    

 認知症高齢者や精神障害者等の判断能力に不安のある方を支援するために、福祉サービス

の情報提供・利用援助・日常的金銭管理を行う「日常生活自立支援事業」を実施する兵庫県

社会福祉協議会の運営費を補助する。

(2) 福祉サービス運営適正化委員会の運営支援 （3,519千円）

  日常生活自立支援事業の適正な運営の確保及び福祉サービスに関する利用者等からの苦情

の適切な解決を図るため、兵庫県社会福祉協議会に設置された中立の第三者機関である福祉

   サービス運営適正化委員会の運営費を補助する。 

【日常生活自立支援事業の利用状況】 （単位：件、人）

【福祉サービス運営適正化委員会に寄せられた苦情への対応状況】
（単位：件）

R4 R5 R6

251 226 274

事 情 調 査 1 0 0

助 言 82 57 126

話し合いの推奨 89 47 66

紹 介 ・ 伝 達 64 98 76

県 等 へ の 通 知 0 0 0

そ の 他 15 24 6

対
応
状
況

受 付 件 数

R4 R5 R6

相 談 件 数 63,334 67,181 72,069

利 用 者 数 1,161 1,208 1,207

（注）相談件数には利用契約後の相談を含む。

(1) 日常生活自立支援事業の運営支援

(2) 福祉サービス運営適正化委員会の運営支援
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13３ 生活保護世帯・生活困窮者等への支援

(1) 生活保護制度の安定運営 （2,657,006千円）

ア 生活保護制度の概要

制度の目的 
 現に生活に困窮する国民に対し､困窮の程度に応じて必要な保護を行

い､健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに､自立を助長する 

実施主体  市及び県（町の区域） 

保護の種類 
生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、 

生業扶助、葬祭扶助 

負担割合 

居住地保護 市部：国3/4､市1/4、町部：国3/4､県1/4 

現在地保護（長期入院で

居住地のない者等） 

国3/4、県1/4 

（政令市・中核市：国3/4、市1/4） 

 

イ 生活保護の動向

被保護者数は、平成20年の世界金融危機以降急増したが、雇用環境の改善等により、

平成27年12月をピークに減少に転じ、令和７年２月現在の被保護者数は96,701人

（対前年同月比1,162人減）､保護率は1.82％（対前年同月比▲0.01%）となっている。

        被保護世帯数は、近年はやや減少傾向で推移してきており、令和７年２月現在では

77,344世帯（対前年同月比437世帯減）となっている。〔P31 資料編参照〕

【被保護者数（世帯数）】 （単位：人・世帯）

(1) 生活保護制度の安定運営
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【保護率の推移（年度平均）】 （単位：％） 14

【被保護世帯等の状況】（神戸市を含む）（単位：％）

※単身・複数別、世帯類型別：令和７年２月現在の被保護者調査による。
※年齢階級別：令和６年12月現在の被保護者調査による。
※開始理由別：令和６年９月現在の被保護者調査による。
※受給期間別：令和６年７月現在の受給期間別調査による。 
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【生活保護費の推移】 （単位：百万円）

【生活保護費の内訳】（令和５年度扶助別事業費）（単位：百万円）

※R6年度は暫定値

医療扶助 88,181,（49.8％） 生活扶助 51,989（29.4％）

住宅扶助
29,212

（16.5％）

教育扶助 538（0.3％）

施設事務費 2,173（1.2％）

介護扶助 4,083（2.3％）

その他扶助 939（0.5％）

R1 R2 R3 R4 R5 R6

全 県 179,919 174,731 173,790 172,920 177,115 173,845

うち神戸市 78,451 76,010 75,728 74,437 75,976 74,899
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16ウ 自立支援プログラムの活用促進

被保護者が抱える傷病や多重債務等、様々な問題に対応する具体的支援方法や実施手順等を内容とする

「自立支援プログラム」を各福祉事務所が作成し、個々の状況に応じた支援に取り組むよう、県が作成し

たモデルプログラムの活用を促進する。

入院患者退院促進
プログラム

入院患者個々の自立阻害要因の除去により、①退院の促進､②退院後の居宅生活､③日常生活・社会生活を支援

高齢者見守り支援
プログラム

①支援機関や民生委員による見守り､②周囲との関係再構築､③地域貢献活動機会の紹介等により、
社会との繋がりの維持・向上を支援

多重債務者への支援
プログラム

法テラス､無料法律相談等、関係機関､制度の効果的活用により多重債務を解消させ､継続的な自立を支援

【県が策定したモデルプログラムの例】

エ 就労支援員の配置

県健康福祉事務所・市福祉事務所に就労支援員を配置し、履歴書の書き方や面接の受け方の指導、

ハローワークへの同行訪問等、被保護者の早期の就労自立を促進する。

     〔令和７年３月末配置人数〕 就労支援員87人 

オ 福祉事務所等への指導監査

「漏給の防止」（保護を受けるべき人に適正に保護を講じる）、「濫給の防止」（不適正な保護は

講じない）及び個々の被保護者に応じた「自立の支援」を基本とした、生活保護行政の適正な実施を

確保するため、福祉事務所等（神戸市を除く。）に対する生活保護法施行事務指導監査を実施する。

一般監査

特別監査

計確認監査 個別実地監査

対象数 34 ９ - 43

【実施状況】（令和６年度）
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カ 救護施設への指導監査

身体や精神の障害等により居宅で日常生活を営むことが困難な要保護者を入所させて

生活扶助を行う救護施設（県所管）に対し、事業運営、施設運営等に関する指導監査を

実施する。

【県内救護施設設置状況】           （単位：ヶ所、人）

キ 生活保護担当職員の資質向上

生活保護制度の適正な運営を図るため、関係職員の資質向上を目指し、

ケースワーカー研修、査察指導員研修、医療扶助等事務担当者研修等を開催する。
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18(2) 生活困窮者の自立支援    

ア 生活困窮者自立支援制度の推進（55,893千円） 

 生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至る前段階の生活困窮者に対し、

必要な支援を実施する（実施主体：市及び県（町の区域））。

    (ｱ）自立相談支援事業（必須）

    生活困窮者からの相談に応じ、必要な情報提供及び助言を行うとともに、支援計画の作成

等の支援を一体的かつ計画的に行うことにより、就労支援等、自立の促進を支援する。

〔令和６年度実績〕相談件数11,236件、就労者数609人

    (ｲ）住居確保給付金（必須）

    離職により住宅を失った又はそのおそれのある者、離職又は廃業に至っていないが

離職等と同程度の状況にある者に対して、家賃相当分を有期で給付する。

また、改正生活困窮者自立支援法を踏まえ、住居確保給付金を拡充し、家賃が低

廉な住宅への転居費用を支援する。

【家賃相当分】
・支給額 生活保護の住宅扶助基準額に準拠

・支給期間 原則３ヶ月間(一定の条件を満たした場合は最長９ヶ月受給可能)
    〔令和６年度実績〕 支給決定件数 405件

【転居費用分】

・支 給 額 転居先の住宅扶助額に３を乗じて得た額

(2) 生活困窮者の自立支援
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    (ｴ）居住支援事業（努力義務）

  住居を持たず、緊急に衣食住が必要な生活困窮者に対して、一定期間、宿泊場所や衣食の提供等を

実施する。

〔令和７年度実施〕 24市及び県(町の区域)

〔令和６年度実績〕 事業利用件数 160件

    (ｵ）子どもの学習・生活支援事業（任意）

    生活困窮世帯の子ども・その保護者に対する学習支援、生活習慣・育成環境の改善、

教育及び就労に関する支援を実施する。 

  〔令和７年度実施〕 17市及び県(町の区域)

    (ｶ）家計改善支援事業（努力義務）

          家計収支の均衡が取れていないなど家計に問題を抱える生活困窮世帯の家計の状況と

      その課題を把握し、家計の改善の意欲を高めるための支援を実施する。

〔令和７年度実施〕 23市及び県(町の区域)

〔令和６年度実績〕 事業利用件数 379件

    (ｳ）就労準備支援事業（努力義務）

    就労に必要な知識や技能が不足している生活困窮者に対して、一般就労に向けた準備として

の基礎能力の形成を支援する。

〔令和７年度実施〕  24市及び県(町の区域)

〔令和６年度実績〕 事業利用件数 262件
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イ ひょうごフードサポートネットの推進（6,962千円） 

 行政・福祉関係機関・民間企業・地域団体等の公民が連携して食品配布等の支援体制の

構築に取り組む「ひょうごフードサポートネット」の参画団体による生活困窮世帯等への

配食や見守り活動等への支援を実施する。

また、専用ホームページにおいて、サポートネットの取組や県内の食支援情報等を発信

するとともに、企業等に食品寄附を広く募り、公民連携による食支援体制の構築を推進する。

 ウ ホームレスの自立支援対策の推進（986千円） 

   (ｱ）ホームレス数の動向

  県内のホームレス数は令和７年１月現在で46人であり、平成15年１月調査と比較し901人

  減少している。

【県内のホームレス数】   （単位：人）

    (ｲ）生活保護の適用

           生活保護の受給を希望し、保護の要件を満たす者については、個々の意向や抱える問題

 に応じた生活保護を適用している。

a 生活保護適用数 （令和５年度） （単位：人）
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    (ｳ）関係機関・団体との連携強化

      「兵庫県ホームレスの自立の支援等に関する実施方針」（令和７年３月策定）に

基づき、国・県・市町・民間支援団体による「ホームレス自立支援対策連絡協議会」を

  開催し、相互の連携強化を図る。

〔構成員〕  兵庫労働局、県関係課、神戸・尼崎市、NPO法人等

ｂ 無料低額宿泊所での生活保護の適用 

無料低額宿泊所で一時的な住まいを確保し、生活保護を適用するとともに、福祉事務所

 のケースワーカーが就労支援等自立に向けた支援を行う。

〔設置数〕 ６ヶ所（定員300人）（神戸市１、尼崎市３、西宮市２）

   

エ 「子ども食堂」への支援（「子ども食堂」応援プロジェクト）（4,500千円） 

｢ふるさとひょうご寄附金｣を活用し、経済的な理由等により食事が十分にとれない

子どもたちに温かい食事を提供する「子ども食堂」の立ち上げ経費を助成する。

〔対 象〕

  新たに「子ども食堂」を開設する団体

〔助成対象経費〕

   「子ども食堂」の開設に必要な需用費・

備品購入費等

（例：冷蔵庫、炊飯器、食器の購入費等）

〔令和６年度実績〕

助成団体数 13団体 【子ども食堂】
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22４ 戦傷病者・戦没者遺族等援護対策の推進

(1) 終戦80年関連事業の推進 （15,140千円）    

ア 兵庫県戦没者追悼式の開催

終戦80年の節目となる年に、県下の戦争犠牲者に追悼の誠をささげるとともに、戦争の

悲惨な体験を次代に伝承することにより恒久平和を祈念するため、追悼式を開催する。

〔開催日〕 令和７年８月１日

〔開催場所〕神戸ポートピアホテル

 イ 全国戦没者追悼式への遺族派遣

  政府主催の追悼式に遺族代表を派遣する。

〔開催日〕 令和７年８月15日

〔場 所〕 日本武道館

【援護関係者の状況】 （単位：人）

項       目 全     国 兵 庫 県 

戦没者（軍人･軍属･準軍属) 約 2,300,000  約 97,400 

 恩給年金 

 等受給者 

遺   族   70,589（R7.3月末） 2,988（R7.3月末） 

本   人     827（R7.3月末） 43（R7.3月末）  

戦 傷 病 者 手 帳 所 持 者    1,787（R6.3月末）     39（R7.3月末） 

 

【兵庫県戦没者追悼式】

(1) 終戦80年関連事業の推進
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ウ 終戦80年全国戦没学徒追悼式の開催

終戦80年の節目となる年に、先の大戦において

学徒出陣や学徒勤労に動員され戦死した若人20万

人余の御霊を追悼し、改めて世界の恒久平和を祈念

するため、追悼式を開催する。

〔開催日〕 令和７年10月21日

〔開催場所〕若人の広場公園（南あわじ市）

 エ のじぎくの塔慰霊祭等への助成及び島守の塔慰霊祭の実施

   沖縄戦で戦没した本県出身者を慰霊する「のじぎくの塔」慰霊祭の実施等に要する経

費を（一財）兵庫県遺族会に助成するとともに、沖縄戦で殉職された本県出身の故

島田叡沖縄県知事をはじめ沖縄県職員を慰霊するため「島守の塔」慰霊祭を実施する。

〔開催日〕 令和７年11月21日

〔場 所〕 摩文仁の丘（沖縄県糸満市）

【全国戦没学徒追悼式】
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(2) 戦争の記憶と教訓の次世代への継承    

ア 平和の語り部活動の推進

兵庫県遺族会と連携して実施している

「平和の語り部活動」を学校現場でさらに推進する。

〔令和６年度実績〕 実施回数 ７件

【高校での語り部活動】

イ 県内戦争遺跡の伝承

県ＨＰに掲載している「戦争の記憶と教訓の継承」の紹介事例をさらに充実していく。

ウ 高校生による共同制作動画の活用

島田叡元沖縄県知事の母校・兵庫高校と地元・那覇高校の生徒により共同制作された

島田知事の功績を紹介する動画を、ひょうごチャンネルにて広く県民へ配信する。

(2) 戦争の記憶と教訓の次世代への継承

〔内訳〕
・神戸市立駒ヶ林中学校（R6.4.16）・島守の広場（R6.4.26）

・小学生への自由研究（R6.8.3）  ・県立播磨南高校（R6.10.9）
・県立西脇高校（R6.10.23）  ・soraかさい（R6.12.8）
・兵庫県遺族会館（R7.2.8）
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ウ 戦没者遺族相談員による相談

戦没者遺族の福祉の向上を図るため、戦没者遺族相談員51人に委託し、年金・恩給・

特別給付金等の相談を実施する。

〔令和６年度実績〕 相談件数 254件

(3) 戦没者遺族の援護 （49,574千円）    

ア 遺族年金等の支給

戦没者の遺族に対し、法令の規定に基づき支給される遺族年金等の進達及び特別給付金

の裁定等を行う。

〔令和６年度実績〕 進達・裁定処理件数 13件 〔P32 資料編参照〕

 イ 特別弔慰金の支給

  戦没者の遺族に対し、戦後の節目の年に国として弔慰の意を表す特別弔慰金の裁定等

を行う。

〔第12回特別弔慰金の概要〕

基  準 日 令和７年４月１日

金   額 27.5万円（５年償還の記名国債）

請 求  期 間 令和７年４月１日～令和10年３月31日

請求見込件数   約29,000件

(3) 戦没者遺族の援護
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(5） 旧軍人・軍属の援護 （1,658千円）    

    旧軍人・軍属に対し、法令の規定に基づき支給される普通恩給等の審査・進達事務を行うと

ともに、恩給制度の説明会等を開催し、受給権の失権防止等に努める。

〔令和６年度実績〕 恩給の進達処理件数 ０件 〔P33 資料編参照〕

(4) 戦傷病者等の援護 （3,482千円）    

ア 障害年金等の支給

戦傷病者等に対し、法令の規定に基づき支給される障害年金等の進達及び特別給付金の

裁定等を行う。

〔令和６年度実績〕 進達・裁定処理件数５件 〔P33 資料編参照〕

 イ 戦傷病者特別援護法による援護

  県内在住の戦傷病者に対して、法令の規定に基づき、戦傷病者手帳を交付し、

公務傷病等の療養に対する給付など特別の援護を行う。

〔令和６年度実績〕 療養給付等の処理件数 ５件  〔P33 資料編参照〕

ウ 戦傷病者相談員による相談

戦傷病者等の福祉の向上を図るため、戦傷病者相談員２人に委託し、傷病恩給・特別給付金

等の相談を実施する。

〔令和６年度実績〕 相談件数 ３件

(4) 戦傷病者等の援護

(5) 旧軍人・軍属の援護
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ア 支援給付の実施

帰国した中国残留邦人が属する世帯の収入が一定の基準を満たさない場合に、

生活、住宅、医療、介護等の支援給付を行う。

 イ 相談・支援体制の整備

    中国帰国者が安心した生活を送れるよう自立支援通訳、自立指導員等を配置する。

ウ 日本語学習支援の推進

 中国帰国者支援・交流センターが行う日本語学習支援事業の補完事業として、講師を派遣

   し、地域のコミュニティセンターや受講者宅等で日本語教室を実施することにより実用会話

    の習得等を支援する。

〔令和６年度実績〕 日本語教室実施回数 185件

受講者数：16名（本人、配偶者、二世、三世等）

   講 師 数  ：５名

 エ 地域支援プログラムの推進

各市は、地域生活支援プログラムとして、日本語学習教室や交流事業等を実施しており

県は広域的な観点から、これを支援するため、市の支援・相談員、自立支援通訳等を

対象とした日本語教室ボランティア研修会などを開催する。

(6) 中国帰国者の援護



 

《 資 料 編 》 

 

１ 民生委員・児童委員の相談・支援活動（全県） 

                            （単位：件、（ ）内は構成比％） 

 高齢者に 
関すること 

障害者に 
関すること 

子どもに 
関すること 

そ の 他 
（生活保護など） 

計 

R3 
124,785 
(60.4) 

 8,415 
(4.1) 

39,870 
(19.3) 

33,619 
(16.2) 

206,689 
(100.0) 

R4 
117,584 
(59.1) 

 8,074 
(4.1) 

38,150 
(19.2) 

34,946 
(17.6) 

198,754 
(100.0) 

R5 
108,763 
(57.2) 

 7,269 
(3.8) 

39,255 
(20.6) 

34,995 
(18.4) 

190,282 
(100.0) 

 

２ 生活福祉資金貸付事業等の実施状況 

(1) 生活福祉資金貸付制度の概要及び貸付決定状況 

資金の種類 貸付限度額  
償還期間

(据置期間 )  

貸付件数・金額(千円) 

R5年度  R6年度 

総
合
支
援
資
金 

生活支援費 
生活再建までの間に
必要な生活費用 

(2 人以上の世帯) 
   月 200 千円以内 
(単身)月 150 千円以内 

10 年 
（6 月） 

 
10 件 
3,027 

 
4 件 

1,210 

住宅入居費 
敷金、礼金等住宅の賃
貸借契約を結ぶため
に必要な費用 

400 千円以内 
 

0 件 
 

 
0 件 

 

一時生活再建費 

生活を再建するため
に一時的に必要かつ
日常生活費で賄うこ
とが困難である費用 

600 千円以内 
 

0 件 
 

 
0 件 

 

小 計 10 件 
3,027 

4 件 
1,210 

福
祉
資
金 

福祉費 
技能習得に必要な経
費、生業を営むのに必
要な経費他 

5,800 千円以内 
※資金の用途により異なる 

20 年 
（6 月） 

※同左 

132 件
19,757 

167 件 
16,977 

緊急小口資金 

緊急かつ一時的に生
活の維持が困難とな
った場合に貸付ける
少額の費用 

100 千円以内 12 月 
（2 月） 

214 件 
16,504 

154 件 
12,455 

小 計 
346 件 
36,261 

321 件 
29,432 

教
育
支
援
資
金 

教育支援費 
高等学校、大学又は高 
等専門学校に修学す
るために必要な経費 

･高校:月 35 千円以内 

･大学:月 65 千円以内 

                 他 20 年 
(6 月) 

1,174 件 
1,000,580 

 
 

1,083 件 
933,181 

 
 

就学支度費 
高等学校、大学又は高
等専門学校への入学
に際し必要な経費 

500 千円以内 

不
動
産
担
保
型
生
活
資
金 

不動産担保型
生活資金 

低所得の高齢者に対
し、一定の居住用不動
産を担保として生活
資金を貸付ける資金 

･土地評価額の 70％ 
程度以内 
･月 300 千円以内  

貸付契約
終了時 

(契約の終
了後３月) 

1 件 
22,505 

0 件 
 

要保護世帯向け
不動産担保型
生活資金 

要保護の高齢者世帯
に対し、一定の居住用
不動産を担保として
生活資金を貸付ける
資金 

･土地及び建物の評価 
額の 70％程度以内 
･月額は最低生活費等 
を勘案し保護の実施 
機関が定めた額以内 

6 件 
35,454 

10 件 
72,710 

小 計 
7 件 

57,959 
10 件 

72,710 

合  計 1,537 件 
1,097,827 

1,418 件 
1,036,533 

 

区分 

28 

年度 



 

 

 

(2) 臨時特例つなぎ資金制度の概要及び貸付決定状況 

目   的 貸付限度額 
貸付件数・金額 

R5年度 R6年度 

公的給付制度又は公的資金制度を申

請している住居のない離職者に対し

て、当面の生活費を貸付ける資金 

100千円以内 
       4件  

160千円  

    5件 

174千円 

※ 借受人、世帯主ともに住民税非課税の世帯については、申請に基づき免除が可能。 

 

(3) 緊急小口資金等の特例貸付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

      ※ 借受人、世帯主ともに住民税非課税の世帯については、申請に基づき免除が可能。 

 

 福祉資金（緊急小口資金） 総合支援資金 

対象者 新型コロナウイルス感染症の影響を

受け、休業等により収入の減少があ

り、緊急かつ一時的な生計維持のた

めの貸付を必要とする世帯 

新型コロナウイルス感染症の影響を受

け、収入の減少や失業等により生活に困

窮し、日常生活の維持が困難となってい

る世帯 

貸付上限 ・学校等の休業、個人事業主等の 

特例の場合    20 万円以内 

・その他の場合   10 万円以内 

（二人以上）    月 20 万円以内 

（単  身）    月 15 万円以内 

貸付期間：原則３月以内    

据置期間 １年以内※ １年以内※ 

償還期限 ２年以内 10年以内 

貸付利子 無利子 無利子 
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３ 災害時の被災者支援 
 

 根 拠 対  象 実施 支給（貸付限度）額 

災害弔慰金・ 

災害障害見

舞金 

災害弔慰

金の支給

等に関す

る法律 

①災害弔慰金：自然災害によ

り死亡した者の遺族 

 

市町 

国 1/2 

県 1/4 

市町 1/4 

①災害弔慰金 

 生計維持者：5,000千円 

 その他の者：2,500千円 

②災害障害見舞金：自然災害

により重度障害となった

者 

②災害障害見舞金 

 生計維持者：2,500千円 

 その他の者：1,250千円 

災害援護資

金貸付 

①自然災害により療養期間

が１ヶ月以上の負傷をし

た世帯主 

 

市町 

国 2/3 

県 1/3  1,500千円～3,500千円 
②自然災害により住居、家財 

の 1/3 以上の被害を受け

た世帯主 

災害援護金・ 

死亡見舞金 

災害援護

金等の支

給に関す

る規則 

①災害援護金 

自然災害等により全壊、半 

壊等の被害を受けた世帯 

主及び１ヶ月以上の重傷 

を負った被災者 

 

県 

県 10/10 

①災害援護金 

 全   壊 200千円 

 半   壊 100千円 

 一 部 損 壊  50千円 

（10％以上） 

又は床上浸水 

 重傷被災者   30千円 

②死亡見舞金 

災害弔慰金の支給対象と 

ならない被災者の遺族 

②死亡見舞金 

 60千円～200千円 

 

30 



 

４ 生活保護制度の安定運営 

 (1) 生活扶助費の例（月額、令和５年10月～）        （単位：円）  

 
阪神間 

（１級地－１） 

郡部 

（３級地－２） 

標準4人世帯（35歳、30歳、9歳、4歳） 199,800 174,570 

母子2人世帯（30歳、4歳） 150,110 132,430 

高齢者単身世帯（68歳）  76,880  67,350 

高齢者夫婦世帯（68歳、65歳） 120,900 107,160 

 

(2) 保護の推移（神戸市を含む）        （単位：世帯・人・％）   
 

  R1 R2 R3 R5 R7.2  

被保護世帯数 

(対前年比) 

78,381 

（99.4％） 

78,073 

（99.6％） 

77,845 

（99.7％） 

77,909 

（100.2％） 

77,344 

（100.2%） 

被保護人員数 

(対前年比) 

102,485 

（98.3％） 

100,879 

（98.4％） 

99,643 

（98.8％） 

98,240 

（99.5％） 

96,701 

（98.8%） 

保護率 

(対前年増減) 

1.88 

（-0.02） 

1.85 

（-0.03） 

1.83 

（-0.02） 

1.83 

（±0.00） 

1.82 

(-0.01) 

参
考
（
保
護
率
） 

神戸市 

(対前年増減) 

2.96 

（-0.04） 

2.90 

（-0.06） 

2.86 

（-0.04） 

2.82 

（-0.01） 

2.77 

（-0.04） 

尼崎市 

(対前年増減) 

3.94 

（-0.09） 

3.79 

（-0.15） 

3.76 

(-0,03) 

3.70 

（-0.04） 

3.65 

(-0.04) 

全国 

(対前年増減) 

1.64 

(-0.02) 

1.64 

(±0.00) 

1.63 

(-0.01) 

1.63 

(+0.01) 

1.62 

(-0.01) 

      （注）R1～R4は年度平均 

 

(3) 地域別の保護の現状（令和７年２月末現在）           （単位：世帯・人・％） 
 
 

神 戸 阪神南 阪神北 東播磨 北播磨 中播磨 西播磨 但 馬 丹 波 淡 路 

 被保護世帯数 32,816 20,016 6,335 6,988 1,094 6,953 1,263 713 275 891 

 被保護人員数 41.263 24.977 8,135 8,884 1,308 8,388 1,520 857 316 1,053 

 保護率 2.77 2.43 1.17 1.25 0.52 1.51 0.66 0.59 0.33 0.87 

 

(4) 世帯類型別の保護の現状（令和７年２月末現在）  
 

 全県の状況 高齢者世帯 障害者世帯 傷病者世帯 母子世帯 その他世帯 

    構 成 比（％） 53.6 13.7 12.6 4.9 15.2 

  対前年同月比（％） 99,4 103.9 98.2 97,1 97.4 

  対前年増加数（世帯） △256 396 △183 △111 △318 
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５ 戦傷病者・戦没者遺族等援護対策の推進 
 

(1) 戦没者遺族の援護 

  ア 遺族年金等（令和７年４月１日現在）                    （単位：円） 

 

区 分（主なもの） 
支給要件等  

支 給 額 
対 象 者 要     件 

援 

護 

法 

弔慰金  軍人・軍属 

 ・準軍属の 

 遺族 

公務又は勤務関連傷病による死亡      50,000 

 遺族年金 

・給与金 
公務傷病による死亡   2,058,300 

恩 

給 

法 

 公務扶助料 

 軍人・軍属 

 の遺族 

公務傷病による死亡 
 2,058,300 

(最低保障額） 

 増加非公死 

 扶助料 

増加恩給受給者の公務以外の事由に

よる死亡 

  1,646,500 

(最低保障額） 

 傷病者遺族 

 特別年金 

傷病年金又は特例傷病恩給受給者の

公務以外の事由による死亡 

  582,800 

又は 

476,900 

                       （注）援護法：「戦傷病者戦没者遺族等援護法」 

          

  イ 特別給付金                                （単位：円） 

  支給要件 国債額面金額 

 戦没者等の妻に 

 対する特別給付金  

戦没者等の妻で公務扶助料又は遺族年金等の受給者 
（根拠：戦没者等の妻に対する特別給付金支給法） 

 ○請求受付(市区町窓口受け付け期間) 

R5.4.1～R8.3.31 

1,100,000 

 戦没者の父母等に 

 対する特別給付金 

戦没者の父母等で戦没者以外に自然血族がない公務

扶助料又は遺族年金等の受給者 

 
（根拠：戦没者の父母等に対する特別給付金支給法） 

1,000,000 

～100,000 

   

ウ 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金                               (単位：円) 

 支 給 対 象 者 国債額面金額 

第 12回特別弔慰金 

基準日（R7.4.1）において、恩給法による公務扶

助料や戦傷病者戦没者遺族等援護法による遺族年

金等を受ける者（戦没者等の妻や父母等）がいない

場合に三親等内の遺族一人に支給 

○請求期間（市区町村窓口受付期間） 

R7.4.1～R10.3.31 

 
（根拠：戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法） 

       275,000 

（５年償還の記名国債） 

 

 

32 



 

(2) 戦傷病者等の援護（令和７年４月１日現在） 

ア 障害年金等                                  （単位：円） 
     
 区    分 

（主なもの） 

支給要件等 
支給額 

 

対象者 要          件 

援 

護 

法 

障害年金 

 軍  人 

 軍  属 

 準 軍 属 

公務又は勤務関連傷病による障害の程

度が特別項症～第５款症の者 

10,186,400 

  ～ 777,900 

恩 

 

給 

 

法 

 増加恩給  軍  人 

 

 軍  属 

公務傷病による障害の程度が特別項症

～第１款症の者 

10,186,400 

  ～1,940,100 

 傷病年金 
公務傷病による障害の程度が第２款症

～第５款症の者 

1,765,200 

  ～1,006,200 

 特例傷病恩給 

 軍  人 

職務関連傷病による障害の程度が特別

項症～第５款症の者 

7,765,770 

  ～777,900 

 傷病賜金 

 （一時金） 

障害の程度が第１目症・第２目症の下士

官以下の軍人 

 第 1目症 48,000 

 第 2目症 32,000 

 

イ 特別給付金                                （単位：円） 

 
区   分 支   給   要   件 国債額面金額 

戦傷病者等の妻に 

対する特別給付金 

特別項症から第５款症の障害を有する戦傷病者とし

ての恩給その他関係法令に基づく年金等受給者の妻 

○請求受付終了（R7.4.1時点） 

   － 

 

 

  ウ 戦傷病者特別援護法による援護 

 種        類 内                   容 

 戦傷病者手帳の交付 
公務傷病等による款症以上（軍人は目症以上）の障害を有

する者に交付 

 療養の給付 公務傷病等により療養を必要とする者に給付 

 補装具の支給及び修理 公務傷病等により補装具を必要とする者に支給（修理） 

 ＪＲ無賃乗車券引換証の交付 障害の程度に応じ、毎年、乗車券・急行券引換証を交付 

 

(3) 恩給法による旧軍人・軍属の援護                     （単位：円） 

 
支給要件等 

支給額 
 

対象者 要      件 

 普通恩給  軍人・軍属 

最短恩給年限（准士官以上は 13 年、

下士官以下は 12 年）以上の在職年数が

あること 

  595,100 

 (最低保障額) 

 普通扶助料  軍人・軍属の遺族 普通恩給受給者の死亡 
  582,800 

 (最低保障額) 

 一時恩給 

 (一時扶助料) 

 軍人・軍属 

 (上記の遺族) 

引き続く実在職年が３年以上あるこ

と（受給権者の死亡） 

15,150 

 ～ 93,000 

 一時金 

 (遺族一時金) 

 軍人 

 (上記の遺族) 

断続した実在職年の合計が３年以上

あること（受給権者の死亡） 
   15,000 
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